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【留意事項】 

人口、高齢者数、要介護認定者数等は、仮の数値を入力しております。 

今後時点更新をしていきますので、参考値として、ご覧ください。 
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は じ め に 

 

昭和12年4月1日、人口約4万3千人の市として誕生した船

橋市は、令和5年10月には人口約65万人となり、政令指定都

市を除き全国で最大の人口を擁するとても賑わいのある都市

として成長を続けています。 

さて、平成12年度に介護保険制度が始まって24年が経過

する中、高齢者の人口も増加を続け、本市の高齢化率は、令和

7年度には24.4%に達する見込みとなり、高齢者全体のうち

75歳以上の方の占める割合は62.1％へと増加することが予

測されております。 

こうした状況は、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみの世帯、認知症高齢者、医療・介護

の双方を必要とする高齢者の増加につながり、高齢者が住み慣れた地域において、健康

で生きがいをもって住み続けられるよう、また、一人で生活することが難しくなった場

合には必要な介護サービスを受け、安心して生活できるよう、将来を見据えた体制を整

えていくことが重要です。 

このため、本市では、平成24年度より「地域包括ケアシステム」の構築を目指し高齢者

施策を推進してまいりましたが、このたび策定しました「第10次高齢者保健福祉計画・

第9期介護保険事業計画」によって、介護ニーズの見込みを踏まえた必要な介護サービ

ス基盤の整備、「地域包括ケアシステム」のさらなる深化・推進、介護人材の確保など、よ

り充実した高齢者施策を推進してまいります。 

今後とも、身近で助け合い支え合える社会、地域で「見守る」ということを目指すため、

活力ある市民の皆様のご理解とご協力をお願いいたします。 

おわりに、本計画の策定にあたり、様々な立場からご審議いただいた介護保険事業運

営協議会及び高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画作成委員会各委員の皆様をはじ

め、高齢者生活実態調査やパブリック・コメントにおいて貴重なご意見をお寄せ下さいま

した多くの皆様に対し、心からお礼申し上げます。 

   

令和９年３月 

船橋市長  松 戸  徹 

  

市長挨拶 

後日更新 
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第１章 計画策定の趣旨と概要 

第１節 計画策定の趣旨と背景 

１ 計画策定の趣旨 

介護保険制度は、平成12年（2000年）４月の施行以来、高齢者を社会全体で支える制度と

して定着し、制度改正を重ねながら、高齢者を取り巻く社会経済情勢や介護ニーズの変化に対

応してきました。本市においても、制度改正や地域の実情を踏まえ、高齢者保健福祉計画と介

護保険事業計画を一体的に策定し、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、

保健・福祉・介護・医療施策を総合的に推進してきました。 

また、令和６年（2024年）には、「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」（以下

「認知症基本法」という。）が施行され、認知症の人が希望を持って自分らしく暮らし続けること

のできる共生社会の実現に向け、「認知症施策推進基本計画」が策定されるなど、認知症施策

を総合的かつ計画的に推進することが求められています。 

今後は、高齢化のさらなる進展や介護ニーズの多様化、生産年齢人口の減少などを見据え、

高齢者保健福祉施策、介護保険事業及び認知症施策を一体的に推進するとともに、地域包括

ケアシステムの深化・推進や地域共生社会の実現に向けた取組を着実に進めていくことが重要

となっています。 

こうした状況を踏まえ、本市では、「高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らし続

けることのできる地域社会の実現」を目指し、高齢者保健福祉施策、介護保険事業及び認知症

施策を総合的かつ計画的に推進するため、「第11次高齢者保健福祉計画・第10期介護保険事

業計画・第１期認知症施策推進計画」を策定します。 
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２ 計画策定の背景 

我が国では、いわゆる「団塊の世代」全てが75歳以上となった令和７年（2025年）を経て、

高齢化は新たな局面を迎えています。今後は、令和22年（2040年）頃に85歳以上人口が急

増し、医療と介護の双方を必要とする高齢者や認知症高齢者、ひとり暮らし高齢者、高齢者の

み世帯の増加など、高齢者を取り巻く状況はさらに変化していくことが見込まれています。一

方で、生産年齢人口の減少に伴う介護人材不足や地域の支え手不足が進み、介護・福祉サービ

スを持続的に提供できる体制の確保が大きな課題となっています。 

本市においても、高齢者人口の増加に伴い、介護や医療、生活支援などのニーズは今後さら

に増加・多様化することが見込まれています。また、高齢者一人ひとりの状況や価値観に応じ

た多様な支援が求められるとともに、地域の支え合いの充実や多様な主体との連携、デジタル

技術の活用など、新たな視点を踏まえた施策の展開が必要となっています。 

こうした状況を踏まえ、国では、「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方検討会」に

おいて、人口減少や地域ごとのサービス需要の変化を見据えた介護・福祉サービス提供体制の

構築、介護人材の確保・定着、介護現場の生産性向上、経営の安定化、地域包括ケアシステムの

深化、医療・介護連携及び地域共生社会の実現に向けた方策をとりまとめています。 

また、「社会福祉法等の一部を改正する法律」により、地域共生社会の実現に向けた包括的な

支援体制の整備や、多機関協働による相談支援体制の充実、地域の実情に応じた福祉サービ

ス提供体制の強化が進められるとともに、市町村介護保険事業計画の基本指針では、令和22

年（2040年）を見据え、介護サービス基盤の計画的な整備、自立支援・重度化防止、介護予防・

健康づくりの推進、医療・介護連携の強化、介護人材の確保・定着及び介護現場の生産性向上

などを総合的に推進することが示されています。さらに、ICT、AI、介護ロボット等のデジタル

技術を活用した介護DXの推進により、介護現場の業務効率化やサービスの質の向上を図るこ

とが求められています。 

認知症施策については、「認知症基本法」及び「認知症施策推進基本計画」に基づき、「新しい

認知症観」※のもと、認知症の人を含めた全ての人が互いに尊重し合いながら共生する社会の

実現を目指し、本人の意思の尊重、社会参加の促進、本人・家族への支援、地域づくり、普及啓

発等を総合的に推進することとされています。 

本市においては、こうした高齢者を取り巻く状況や国の制度改正・政策の方向性を踏まえ、

令和22年（2040年）を見据えた介護サービス提供体制の整備を進めるとともに、地域包括ケ

アシステムのさらなる深化、介護予防・健康づくりの充実、介護人材の確保・定着及び介護現場

の生産性向上、医療・介護・福祉の連携強化、認知症施策の一層の推進など、多様化・複雑化す

る高齢者ニーズに対応した施策を総合的かつ計画的に展開していくことが重要となっています。 

※認知症になったら何もできなくなるのではなく、認知症になってからも、一人ひとりが個人としてでき

ること・やりたいことがあり、住み慣れた地域で仲間等とつながりながら、希望を持って自分らしく暮ら

し続けることができるという考え方のこと。  



第１部 計画の策定にあたって 

- 5 - 

第
１
部  

 

計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て 

第２節 計画の概要  

１ 計画の位置づけ 

（１）法的位置づけ 

本計画は、「老人福祉法」第20条の８に基づく市町村老人福祉計画、「介護保険法」第117

条に基づく市町村介護保険事業計画として策定するものです。 

また、認知症施策については、「認知症基本法」第13条に基づく市町村認知症施策推進計

画として位置づけ、国の認知症施策推進基本計画を基本とし、本市の実情に即した認知症施

策を総合的かつ計画的に推進します。 

高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画及び認知症施策推進計画は、高齢者の保健・福祉・

介護及び認知症施策を総合的かつ一体的に推進するため、相互に整合を図りながら、一体の

計画として策定します。 

 

 

 

  

いきいき安心プラン 

高齢者保健福祉計画 介護保険事業計画 

認知症施策推進計画 

市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人福祉事業」という。）

の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」という。）を定めるものとする。 

老人福祉法 第20条の８ 

市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給

付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）を定めるものとする。 

介護保険法 第117条 

市町村（特別区を含む。以下この項において同じ。）は、基本計画（都道府県計画が策定されてい

るときは、基本計画及び都道府県計画）を基本とするとともに、当該市町村の実情に即した市町

村認知症施策推進計画（次項及び第三項において「市町村計画」という。）を策定するよう努めな

ければならない。 

認知症基本法 第13条 
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（２）船橋市の計画体系における位置づけ 

本計画は、「船橋市総合計画」の個別計画です。 

また、福祉分野の上位計画である「船橋市地域福祉計画」、その付随計画である「重層的支

援体制整備事業※実施計画」及び関連計画と理念を共有し、調和のとれたものとしました。 

 

※地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応するため、断らない包括的な支援体制を構築し、

「相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」の３つの支援を柱とし、これらを一体的に実施す

る事業のこと。 
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福
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計
画 

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・ 

         認知症施策推進計画 

障害者施策に関する計画 
障害福祉計画及び障害児福祉計画 

こども計画 

その他の個別計画 
 〇成育医療等に関する計画（旧母子保健計画） 

 〇成年後見制度利用促進基本計画 

 〇再犯防止推進計画        ・・・等 

〇特定健康診査等実施計画・保健事業実施計画 

〇住生活基本計画・高齢者居住安定確保計画 

〇生涯学習基本構想・推進計画  

～
健
康
増
進
計
画
・
自
殺
対
策
計
画
・
食
育
推
進
計
画
～ 

ふ
な
ば
し
健
や
か
プ
ラ
ン

 

 

船橋市総合計画 

＜関連計画＞ 

連携・整合 

重
層
的
支
援
体
制
整
備
事
業
実
施
計
画 
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２ 計画期間 

高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画は、老人福祉法及び介護保険法に基づき、３年

を１期として策定することとされています。 

一方、認知症施策推進計画については、認知症基本法に基づき策定するものであり、国の

「認知症施策推進基本計画」では、概ね５年間を対象期間として施策を推進することとされてい

ます。 

本市では、高齢者保健福祉施策、介護保険事業及び認知症施策を一体的かつ計画的に推進す

るとともに、介護保険事業計画の見直し時期との整合を図るため、認知症施策推進計画につい

ても高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画と計画期間を合わせ、令和９年度（2027年度）

から令和11年度（2029年度）までの３年間を計画期間とします。 

 

年度 
令和６年度 
（2024年度） 

令和７年度 
（2025年度） 

令和８年度 
（2026年度） 

令和９年度 
（2027年度） 

令和10年度 
（2028年度） 

令和11年度 
（2029年度） 

令和12年度 
（2030年度） 

令和13年度 
（2031年度） 

令和14年度 
（2032年度） 

計
画 

総
合 

 

         

計
画 

地
域
福
祉 

         

安
心
プ
ラ
ン 

い
き
い
き 

         

関
連
計
画 

         

         

         

         

         

         

         

第３次総合計画 

第４次地域福祉計画 

重層的支援 
体制整備事業 
実施計画 

重層的支援 
体制整備事業 
実施計画 

重層的支援 
体制整備事業 
実施計画 

第５次地域福祉計画 

第10次高齢者保健福祉計画 

第９期介護保険事業計画 

第11次高齢者保健福祉計画 

第10期介護保険事業計画 

第１期認知症施策推進計画 

第12次高齢者保健福祉計画 

第11期介護保険事業計画 

第２期認知症施策推進計画 

第７期障害福祉計画及び 

第３期障害児福祉計画 

第４次障害者施策に関する計画 第５次障害者施策に関する計画 

第８期障害福祉計画及び 

第４期障害児福祉計画 
第９期障害福祉計画及び 

第５期障害児福祉計画 

第４次 

成年後見制度利用促進基本計画 第二期成年後見制度利用促進基本計画 

第２次 ふなばし健やかプラン２１（第３次） 

第３期保健事業実施計画（データヘルス計画）・ 

第４期特定健康診査等実施計画 
第４期保健事業実施計画・ 

第５期特定健康診査等実施計画 

住生活基本計画・ 

高齢者居住安定確保計画 
第２期 

推進計画 

第三次生涯学習基本構想 

推進計画 

第４次船橋市地域福祉活動計画 第５次船橋市地域福祉活動計画 

第四次 

推進計画 
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３ 計画構成 

本計画は、４部構成になっています。 

第１部では、計画策定の趣旨と概要、高齢者を取り巻く状況と課題について示しています。 

第２部では、ビジョンと基本方針、基本方針別の施策について示しています。 

第３部では、認知症施策推進計画における計画策定の趣旨と背景、認知症の人を取り巻く状

況、ビジョンと基本方針、基本方針別の施策について示しています。 

第４部では、介護保険サービスの見込み、第１号被保険者の保険料、介護保険制度の安定的

な運営について示しています。 

 

第11次高齢者保健福祉計画・第10期介護保険事業計画・第１期認知症施策推進計画 

第１部 計画の策定にあたって 

 〇 計画策定の趣旨と概要（第１章） 

 〇 高齢者を取り巻く状況と課題（第２章） 

 

第２部 ビジョンの実現に向けた施策の展開 

 〇 ビジョンと基本方針（第１章） 

 〇 基本方針別の施策の展開（第２章） 

 

第３部 認知症施策推進計画 

 〇 計画策定の趣旨と背景（第１章） 

 〇 認知症の人を取り巻く状況（第２章） 

 〇 ビジョンと基本方針（第３章） 

 〇 基本方針別の施策の展開（第４章） 

 

第４部 介護保険サービスの見込みと保険料 

 〇 介護保険サービスの見込み（第１章） 

 〇 第１号被保険者の保険料（第２章） 

 〇 介護保険制度の安定的な運営（第３章） 
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第３節 船橋市の目指す地域包括ケアシステム 

１ 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

高齢化の進展に伴い、医療や介護を必要とする高齢者が増加する一方、ひとり暮らし高齢者

や高齢者のみ世帯の増加、地域のつながりの希薄化、地域における支え手の減少など、高齢者

を取り巻く環境が大きく変化しています。また、個人や世帯が抱える課題は、介護、障害、子育

て、生活困窮、孤独・孤立など、複数の分野にまたがり、複雑化・複合化しています。 

こうした中、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続け

ることができるよう、本人の選択と本人・家族の心構えを基本として、「住まい」を基盤に、「予

防」「生活支援」「介護」「医療」が一体的に提供される体制が「地域包括ケアシステム」です。 

地域包括ケアシステムは、医療・介護・福祉の専門職や行政だけで構築するものではありませ

ん。本人や家族、地域住民、町会・自治会、民生委員・児童委員、ボランティア、社会福祉法人、医

療・介護サービス事業者、民間企業など、地域の多様な主体がそれぞれの役割を担い、連携し

ながら、地域全体で暮らしを支えていく仕組みです。 

一方、「地域共生社会」とは、制度や分野ごとの縦割りや、「支える側」「支えられる側」という

関係を超えて、全ての地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と社会がつながるこ

とで、一人ひとりの暮らしと生きがいをともにつくっていく社会です。地域住民が世代や属性

を問わず互いに支え合うとともに、複雑化・複合化した課題については、関係機関が分野を超

えて連携し、包括的に支援していくことが求められています。 

地域包括ケアシステムは、高齢者を対象とした住まい、予防、生活支援、介護、医療の取組を

出発点としつつ、その考え方や地域の支援ネットワークを、障害のある人、こども・子育て世帯、

生活上の困難を抱える人などを含む全ての地域住民へと広げていくことで、地域共生社会の

実現につながるものです。 

本市では、高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしく暮らし続けることができるよう、

地域の実情に応じた地域包括ケアシステムを一層深化・推進するとともに、世代や分野を超え

て地域住民や関係機関がつながり、支え合う地域共生社会の実現を目指します。 

  
出典：平成28年３月 地域包括ケア研究会報告 「地域包括ケアシステムと地域マネジメント」 
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２ 日常生活圏域の考え方 

日常生活圏域は、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、地理

的条件、人口、交通事情、地域住民の生活形態、医療・介護・福祉サービスを提供する施設の整

備状況、地域活動の単位などを総合的に勘案して設定する地域の範囲です。介護保険法におい

ても、市町村が介護保険事業計画を策定するにあたり、これらの条件を踏まえて日常生活圏域

を定めることとされており、地域包括ケアシステムを深化・推進するための基礎的な単位として

位置づけられています。 

また、人口構成、世帯状況、交通環境、地域のつながり、医療・介護資源の分布、高齢者が抱

える生活課題などは地域によって異なることから、市全体で共通して取り組む施策に加え、そ

れぞれの地域の特性や課題、地域資源を踏まえたきめ細かな取組を進めることが重要です。 

本市では、総合計画における行政ブロックである南部・西部・中部・東部・北部の５地区を日

常生活圏域として設定しています。この圏域を基礎として、地域包括支援センターをはじめと

する関係機関や地域住民、多様な主体との連携を図りながら、相談支援体制や医療・介護・生

活支援等のサービスの充実を進めるとともに、世代や分野を超えた支え合いによる地域づくり

を推進し、地域包括ケアシステムの深化・推進と地域共生社会の実現を目指します。 
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[日常生活圏域（５圏域）の位置図] 

 

 

  

◎…地域包括支援センター （14か所） 

     …サブセンター （２か所） 

 

○…在宅介護支援センター （15か所） 
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日常生活圏域ごとの地域包括支援センター及びその担当エリアは以下のとおりです。 

圏 域 名 称 担当エリア 

南 部 

南部地域包括支援センター 

本町３丁目、湊町、浜町、若松、日の出、西浦、 

栄町、潮見町、高瀬町、南本町、海神、海神町、 

海神町東、海神町西、海神町南、南海神 

宮本・本町地域包括支援センター 
宮本、市場、東船橋、東町、駿河台、 

本町（３丁目を除く） 

西 部 

西部地域包括支援センター 
山野町、印内町、葛飾町、本郷町、古作町、古作、 

西船、印内、東中山、二子町、本中山 

塚田地域包括支援センター 行田町、行田、山手、北本町、前貝塚町、旭町 

法典地域包括支援センター 

／藤原サブセンター 
丸山、上山町、馬込西、馬込町、藤原 

中 部 

中部地域包括支援センター 
夏見、夏見町、夏見台、米ケ崎町、高根町、金杉町、 

金杉、金杉台、緑台 

新高根・芝山、高根台 

地域包括支援センター 
芝山、新高根、高根台 

東 部 

東部地域包括支援センター 
二宮、飯山満町、滝台町、滝台、薬円台、薬園台町、 

七林町 

前原地域包括支援センター 前原東、前原西、中野木 

三山・田喜野井 

  地域包括支援センター 
三山、田喜野井、習志野 

習志野台地域包括支援センター 習志野台、西習志野 

北 部 

北部地域包括支援センター 
三咲町、三咲、南三咲、松が丘、大穴町、大穴南、 

大穴北 

二和・八木が谷 

  地域包括支援センター 

二和東、二和西、八木が谷町、咲が丘、みやぎ台、 

八木が谷、高野台 

豊富・坪井地域包括支援センター 

／小室サブセンター 

古和釜町、小室町、小野田町、大神保町、神保町、 

車方町、鈴身町、豊富町、金堀町、楠が山町、 

坪井東、坪井西、坪井町 
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第４節 計画の推進体制 

１ 計画の推進体制 

本計画に掲げる施策を着実に推進するためには、市だけでなく、市民、地域団体、医療・介

護・福祉関係者、事業者、関係機関など、多様な主体がそれぞれの役割を果たしながら、相互に

連携・協働して取り組むことが重要です。 

市では、保健、医療、福祉、介護、住まい、交通、防災、まちづくりなどの関係部局が横断的に

連携し、地域包括ケアシステムの深化・推進と地域共生社会の実現に向けて、総合的かつ計画

的に施策を推進します。また、医療機関、介護サービス事業者、社会福祉法人、地域包括支援セ

ンター、地区社会福祉協議会、町会・自治会、民生委員・児童委員、ボランティア、民間企業など、

多様な主体との連携を強化し、地域の実情に応じた取組を進めます。 

さらに、認知症施策については、認知症の人やその家族の意見を尊重するとともに、認知症

への理解促進、認知症の人の社会参加機会の確保、地域で安心して暮らし続けられる支援体制

の充実を図るなど、認知症基本法の理念を踏まえた施策を推進します。 

 

２ 計画の評価・見直し 

本計画に掲げる施策を着実に推進するため、計画の進捗状況や成果を定期的に把握・評価し、

その結果を施策の改善や次期計画の策定に反映させるPDCAサイクル（Plan・Do・Check・

Action）による進行管理を行います。 

計画の推進状況については、各施策の実施状況や成果指標（KPI）の達成状況などを把握す

るとともに、社会情勢の変化、制度改正、高齢者を取り巻く環境の変化、市民ニーズ等を踏まえ

ながら、多角的な視点から評価・検証を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｐｌａｎ 

●計画の策定 
●施策・事業の立案 

Ｄｏ 

●●施策・事業の実施 

Ｃｈｅｃｋ 

●●施策の進捗状況の点検・検証 

 

Ａｃｔion 
●計画の見直し 
●次年度以降の施策、 
  事業への反映 

●計画期間を通したＰＤＣＡ 

●各年度のＰＤＣＡ 
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第２章 高齢者を取り巻く状況と課題 

第１節 市内高齢者の状況 

１ 高齢者人口の状況 

（１）総人口と高齢者人口の状況 

本市の人口構造についてみると、令和８年（2026年）10月１日時点の総人口652,809人

のうち、65歳以上の高齢者人口が156,643人で高齢化率24.0％となっています。また、

65～74歳の高齢者（前期高齢者）が60,895人、75歳以上の高齢者（後期高齢者）が

95,748人と、後期高齢者数が前期高齢者数を上回っています。 

単位：人 

人 口 男 性 女 性 総 数 構成比 

総数 323,900 328,909 652,809 100.0% 

0～39歳 134,913 126,899 261,812 40.1% 

40～64歳 120,680 113,674 234,354 35.9% 

高齢者人口（65歳以上） 68,307 88,336 156,643 24.0% 

  65～74歳（前期高齢者） 29,596 31,299 60,895 9.3% 

    65～69歳 15,548 15,264 30,812 4.7% 

    70～74歳 14,048 16,035 30,083 4.6% 

  75歳以上（後期高齢者） 38,711 57,037 95,748 14.7% 

    75～79歳 15,348 19,495 34,843 5.3% 

    80～84歳 12,296 17,588 29,884 4.6% 

    85歳以上 11,067 19,954 31,021 4.8% 

      85～89歳 7,547 12,077 19,624 3.0% 

      90～94歳 2,974 6,029 9,003 1.4% 

      95歳以上 546 1,848 2,394 0.4% 

※住民基本台帳人口（令和８年10月１日時点）による（外国人含む） 

※端数処理のため各項の和と合計値が合わない場合があります。  
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総人口と高齢者人口の推移・推計 

本市の総人口は緩やかに増加し続けており、令和７年（2025年）には65万人を超えてい

ます。その後の推計では緩やかに増加し続け、令和12年（2030年）には約65万4千人とピ

ークを迎え、それ以降は減少に転じるものと見込まれています。 

一方、65歳以上の高齢者人口は令和12年（2030年）以降も増加し続け、令和22年

（2040年）には令和７年（2025年）の約15万5千人から約３万５千人増加し、19万人を超え

るものと推計されています。 

高齢化率は約24％で推移していますが、65歳以上の高齢者人口の増加と65歳未満の人

口減少に伴い、高齢化率は増加し、令和22年（2040年）には29％を超えるものと推計され

ています。 

総人口と高齢者人口の推移・推計 

 

※各年10月１日時点 

※令和６年～令和８年は住民基本台帳人口の実績による 

※令和９年以降はコーホート要因法に基づき推計 

  

155,313 155,456 156,643 157,826 159,014 160,197 161,384 
173,979 

190,810 

649,489 652,495 652,809 653,115 653,426 653,732 654,046 651,523 646,854 

23.9% 23.8% 24.0% 24.2% 24.3% 24.5% 24.7%

26.7%
29.5%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

令和６年

(2024年)

令和７年

(2025年)

令和８年

(2026年)

令和９年
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（人） 推移 推計 
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65歳以上の高齢者のうち65～74歳の高齢者（前期高齢者）は、令和７年（2025年）には

６万人を下回る一方、75歳以上の高齢者（後期高齢者）は増加し続け、令和７年（2025年）に

は９万５千人を超えています。その後の推計では、団塊ジュニア世代が65歳以上となる令和

22年（2040年）に向け、65～74歳の高齢者は増加し、総人口に占める割合が14.7％とな

ると見込まれ、75歳以上の高齢者については令和12年（2030年）にピークを迎え、総人口

に占める割合が14.8％となると見込まれています。 

前期高齢者・後期高齢者の人口と割合の推移・推計 

 

単位：人 

 実績値 推計値 

年度 

年齢 

令和６年 

（2024年） 

令和７年 

（2025年） 

令和８年 

（2026年） 

令和９年 

（2027年） 

令和10年 

（2028年） 

令和11年 

（2029年） 

令和12年 

（2030年） 

令和17年 

（2035年） 

令和22年 

（2040年） 

総人口 649,489 652,495 652,809 653,115 653,426 653,732 654,046 651,523 646,854 

40歳未満 260,869 262,200 261,812 261,422 261,030 260,640 260,252 254,786 244,926 

40～64歳 233,307 234,839 234,354 233,867 233,382 232,895 232,410 222,758 211,118 

65歳以上 155,313 155,456 156,643 157,826 159,014 160,197 161,384 173,979 190,810 

 

65～74歳 61,818 59,978 60,895 61,811 62,729 63,645 64,562 80,625 94,948 

75歳以上 93,495 95,478 95,748 96,015 96,285 96,552 96,822 93,354 95,862 

 85歳以上 28,048 29,604 31,021 32,436 33,853 35,268 36,685 42,731 40,514 

高齢化率 23.9% 23.8% 24.0% 24.2% 24.3% 24.5% 24.7% 26.7% 29.5% 

 

65～74歳人口比率 9.5% 9.2% 9.3% 9.5% 9.6% 9.7% 9.9% 12.4% 14.7% 

75歳以上人口比率 14.4% 14.6% 14.7% 14.7% 14.7% 14.8% 14.8% 14.3% 14.8% 

 85歳以上人口比率 4.3% 4.5% 4.8% 5.0% 5.2% 5.4% 5.6% 6.6% 6.3% 

※各年10月１日時点 

※令和６年～令和８年は住民基本台帳人口の実績による 

※令和９年以降はコーホート要因法に基づき推計 

61,818 59,978 60,895 61,811 62,729 63,645 64,562
80,625

94,948

93,495 95,478 95,748 96,015 96,285 96,552 96,822 

93,354 
95,862 
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（人） 推移 推計 
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（２）日常生活圏域別の高齢者人口の状況 

本市では、地域包括ケアシステムを推進するため、５つの日常生活圏域のもとに、市民にと

って身近な生活圏を基本とした地域単位である24の地区コミュニティを位置付けています。 

本市における日常生活圏域及び地区コミュニティにおける高齢者人口並びに高齢化率は以

下のとおりとなっています。 

単位：人 

日常 

生活圏域 

（行政コミュ 

ニティ） 

面 積 

（ha） 
総人口 高齢者数 高齢化率 

要介護 

（要支援） 

認定者数 

要介護 

（要支援） 

認定率 

地区 

コミュニティ 
総人口 高齢者数 高齢化率 

南部 1,544.3 124,872 23,339 18.7% 4,623 19.8% 

宮本 43,427 7,872 18.1% 

湊町 30,981 5,735 18.5% 

本町 17,396 3,115 17.9% 

海神 33,068 6,617 20.0% 

西部 1,514.5 162,208 33,063 20.4% 6,337 19.2% 

葛飾 44,735 7,180 16.1% 

中山 20,446 4,284 21.0% 

塚田 49,658 10,028 20.2% 

法典 47,369 11,571 24.4% 

中部 1,092.1 83,482 24,326 29.1% 5,712 23.5% 

夏見 28,117 6,210 22.1% 

高根・金杉 15,761 5,396 34.2% 

高根台 12,367 4,316 34.9% 

新高根・芝山 27,237 8,404 30.9% 

東部 1,616.7 173,427 42,278 24.4% 8,777 20.8% 

前原 47,909 8,998 18.8% 

二宮・飯山満 29,683 7,678 25.9% 

薬円台 17,683 3,940 22.3% 

三山・田喜野井 34,262 10,044 29.3% 

習志野台 43,890 11,618 26.5% 

北部 2,794.4 109,512 32,498 29.7% 7,513 23.1% 

二和 17,238 4,294 24.9% 

三咲 17,610 4,428 25.1% 

八木が谷 22,941 8,205 35.8% 

松が丘 12,528 4,620 36.9% 

大穴 13,729 4,963 36.1% 

豊富 12,223 4,029 33.0% 

坪井 13,243 1,959 14.8% 

※人口は、住民基本台帳人口（令和８年10月１日時点）による（外国人含む） 

※要介護（要支援）認定者は、認定者データの数値（令和８年９月末時点）による 

高齢者人口との対比のため第１号被保険者のみとなっており、住所地特例者（850人）は除く 
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２ 高齢者世帯の状況 

（１）ひとり暮らし高齢者の状況 

本市のひとり暮らし高齢者数は、高齢者人口の増加や核家族化の進行により増加しており、

令和８年（2026年）には５万人を超えています。その後の推計では令和22年（2040年）ま

で増加し続け、７万４千人を超えるものと見込まれており、高齢者人口に占めるひとり暮らし

高齢者の割合は39.1％まで上昇するものと見込まれています。 

ひとり暮らし高齢者数・ひとり暮らし高齢者率の推移・推計 

 

※各年10月１日時点 

※令和６年～令和８年は住民基本台帳人口の実績による 

※令和９年以降は高齢者人口の推計とひとり暮らし高齢者率の実績に基づき推計 

  

48,230 49,492 50,695 51,974 53,267 54,547 55,856 

63,843 

74,551 
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（２）高齢者のみ世帯の状況 

本市のひとり暮らし高齢者を除く高齢者のみ世帯数は、ほぼ横ばいとなっており、令和６年

（2024年）の31,565世帯から令和８年（2026年）には31,394世帯となっています。その

後の推計では令和22年（2040年）には34,598世帯となるものと見込まれています。 

高齢者のみ世帯数・高齢者のみ世帯率の推移・推計 

 

※各年10月１日時点 

※令和６年～令和８年は住民基本台帳人口の実績による 

※令和９年以降は高齢者人口の推計と高齢者のみ世帯率の実績に基づき推計 

※高齢者のみ世帯率 ＝ 高齢者のみ世帯数（ひとり暮らし高齢者除く） ÷ 高齢者人口 

  

31,565 31,320 31,394 31,406 31,418 31,444 31,454 32,728 
34,598 
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３ 要介護・要支援認定者の状況 

本市の要介護・要支援認定者数は、令和６年（2024年）の32,313人から令和８年（2026

年）には35,145人となり、認定率も20.3％から22.0％へ1.7ポイント上昇しており、高齢化

の進展に伴い要介護・要支援認定者が増加しています。認定区分別では、要介護１が最も多く、

令和８年（2026年）では22.3％を占めています。 

また、その後の推計では要介護・要支援認定者数は令和22年（2040年）まで増加し続け、

42,445人になるものと見込まれており、認定率は令和12年（2030年）まで上昇し続け

23.8％となり、その後下降するものと見込まれています。 

要介護・要支援認定者数・認定率の推移・推計 

 
※各年９月末日時点 

※令和６年～令和８年は介護保険事業状況報告 月報による 

※令和９年以降は厚生労働省 地域包括ケア「見える化」システムによる推計 

※第１号被保険者認定率＝要介護・要支援認定者数（第１号被保険者）÷第１号被保険者数（65歳以上人口） 

要介護認定区分の割合 

 
※令和８年９月末日時点 

※介護保険事業状況報告 月報による  

32,313 33,750 

35,145 36,480 37,400 38,321 39,162 41,618 
42,445 

20.3%
21.2%

22.0%
22.6% 23.0% 23.4% 23.8% 23.5%

21.9%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

22.0%

24.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

令和６年

(2024年)

令和７年

(2025年)

令和８年

(2026年)

令和９年

(2027年)

令和10年

(2028年)

令和11年

(2029年)

令和12年

(2030年)

令和17年

(2035年)

令和22年

(2040年)

要支援１ 要支援２ 要介護１

要介護２ 要介護３ 要介護４

要介護５ 総数 第１号被保険者認定率

（人）

3,636人

10.3%

5,013人

14.3%

7,842人

22.3%
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19.2%

4,950人

14.1%

4,307人

12.3%

2,659人

7.6%

要支援１

要支援２
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４ 認知症高齢者の状況 

見守り等の支援を必要とする「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱa以上の認知症高齢者は、

令和６年（2024年）の19,955人から令和８年（2026年）には21,651人となり、認知症高齢

者率も12.8％から13.8％と1.0ポイント上昇しています。 

また、その後の推計では認知症高齢者は令和22年（2040年）には22,490人になるもの

と見込まれており、認知症高齢者率は令和12年（2030年）まで13.7％程度で横ばいに推移

し、その後下降するものと見込まれています。 

認知症高齢者数・認知症高齢者率の推移・推計 

 

※「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱa以上を「認知症高齢者」として集計 

※各年10月１日時点 

※令和６年～令和８年は住民基本台帳人口の実績による 

※令和９年以降は高齢者人口の推計と認知症高齢者率の実績に基づき推計 
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認知症高齢者の日常生活自立度 

ランク 判定基準 見られる症状・行動の例 

Ⅰ 
何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭
内及び社会的にほぼ自立している。 

 

Ⅱ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や
意思疎通の困難さが多少見られても、誰かが
注意していれば自立できる。 

 

Ⅱa 家庭外で上記Ⅱの状態が見られる。 
たびたび道に迷うとか、買物や事務、金銭管理
などそれまでできたことにミスが目立つ等 

Ⅱb 家庭内でも上記Ⅱの状態が見られる。 
服薬管理ができない、電話の応対や訪問者との
対応など一人で留守番ができない等 

Ⅲ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や
意思疎通の困難さが見られ、介護を必要とす
る。 

 

Ⅲa 日中を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 

着替え、食事、排便、排尿が上手にできない、
時間がかかる。 
やたらに物を口に入れる、物を拾い集める、徘
徊、失禁、大声・奇声をあげる、火の不始末、
不潔行為、性的異常行為等 

Ⅲb 夜間を中心として上記Ⅲの状態が見られる。 ランクⅢaに同じ 

Ⅳ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や
意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護
を必要とする。 

ランクⅢに同じ 

M 
著しい精神症状や問題行動あるいは重篤な
身体疾患が見られ、専門医療を必要とする。 

せん妄、妄想、興奮、自傷・他害等の精神症状
や精神症状に起因する問題行動が継続する状
態等 

出典：平成21年9月30日老老発0930第２号 

    厚生労働省老健局老人保健課長通知「認定調査票記入の手引き」 
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見守り等の支援を必要とする「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱa以上の認知症高齢者は、

令和８年９月末時点で21,913人、要介護（要支援）認定者の65.4％を占めています。 

認知症高齢者の日常生活自立度の割合 

 

 

要介護状態区分別の認知症高齢者の日常生活自立度 

 
※認定者データによる（認定調査による認知症高齢者の日常生活自立度により集計） 

※令和８年９月末時点、審査等をしていない転入継続者（285人）は除く 

  

自立
2,714人
8.1%

Ⅰ
8,900人
26.5%

Ⅱa
5,048人
15.1%

Ⅱb
8,780人
26.2%

Ⅲa
5,869人
17.5%

Ⅲb
1,124人
3.4%

Ⅳ
1,075人
3.2%

M
17人
0.1%

自立

Ⅰ

Ⅱa

Ⅱb

Ⅲa

Ⅲb

Ⅳ

M

32.8

21.2

1.9

3.2

2.0

1.8

1.3

58.2

70.1

16.6

19.1

10.6

10.4

5.0

7.0

6.9

34.7

18.7

7.9

5.4

3.1

2.0

1.8

45.4

44.4

28.8

18.2

11.3

1.2

13.3

41.4

47.2

40.5

0.1

1.2

8.0

9.9

9.8

1.3

7.0

28.6

0.1

0.1

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M .

n=33,527 



第１部 計画の策定にあたって 

- 24 - 

第
１
部  

 

計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て 

 （単位：人） 

  
認知症高齢者の日常生活自立度 

総計 
（再掲） 

Ⅱa以上 自立 Ⅰ Ⅱa Ⅱb Ⅲa Ⅲb Ⅳ M 

要
介
護
度 

要支援１ 
1,149 2,039 247 71 0 0 0 0 3,506 318 

（3.4%） （6.1%） （0.7%） （0.2%） （―） （―） （―） （―） （10.5%） （0.9%） 

要支援２ 
1,012 3,345 331 86 1 0 0 0 4,775 418 

（3.0%） （10.0%） （1.0%） （0.3%） （0.0%） （―） （―） （―） （14.2%） （1.2%） 

要介護１ 
145 1,253 2,617 3,418 94 7 0 0 7,534 6,136 

（0.4%） （3.7%） （7.8%） （10.2%） （0.3%） （0.0%） （―） （―） （22.5%） （18.3%） 

要介護２ 
204 1,207 1,178 2,799 838 78 3 2 6,309 4,898 

（0.6%） （3.6%） （3.5%） （8.3%） （2.5%） （0.2%） （0.0%） （0.0%） （18.8%） （14.6%） 

要介護３ 
95 502 374 1,371 1,966 382 61 3 4,754 4,157 

（0.3%） （1.5%） （1.1%） （4.1%） （5.9%） （1.1%） （0.2%） （0.0%） （14.2%） （12.4%） 

要介護４ 
75 426 223 748 1,942 408 286 4 4,112 3,611 

（0.2%） （1.3%） （0.7%） （2.2%） （5.8%） （1.2%） （0.9%） （0.0%） （12.3%） （10.8%） 

要介護５ 
34 128 78 287 1,028 249 725 8 2,537 2,375 

（0.1%） （0.4%） （0.2%） （0.9%） （3.1%） （0.7%） （2.2%） （0.0%） （7.6%） （7.1%） 

総計 
2,714 8,900 5,048 8,780 5,869 1,124 1,075 17 33,527 21,913 

（8.1%） （26.5%） （15.1%） （26.2%） （17.5%） （3.4%） （3.2%） （0.1%） （100.0%） （65.4%） 

※認定者データによる（認定調査による認知症高齢者の日常生活自立度により集計） 

※令和８年９月末時点、介護認定の審査をしていない転入継続者等（285人）は除く 

※端数処理のため各項の和と合計値が合わない場合があります。 

※かっこ内は、総計（33,527人）に対する構成比 
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第２節 高齢者生活実態調査結果等の概要 

１ 高齢者生活実態調査結果の概要 

（１）調査の実施概要 

本計画の策定にあたり、市内の高齢者などの生活実態や健康状態、介護保険及び保健福祉

サービスなどに関するニーズを把握し、今後の高齢者の保健福祉や介護サービスの充実のた

めの基礎資料として活用することを目的に、令和７年（2025年）12月に実施しました。 

調査の種類 対象者 実施方法 

①高齢者基本調査 
市内在住の65歳以上の高齢者から、要介護認定者（要
介護１～５）を除いた12,000人を抽出 

郵送配付・ 
郵送回収 
WEBアンケート 

②要介護高齢者調査 
市内在住の65歳以上の高齢者から、要介護認定 
（要介護１～５）を受けている9,600人を抽出 

郵送配付・ 
郵送回収 
WEBアンケート 

③ひとり暮らし高齢者・
高齢者のみ世帯調査 

市内在住の65歳以上のひとり暮らし高齢者または高
齢者のみ世帯の者から、要介護認定者（要介護１～
５）を除いた12,000人を抽出 

郵送配付・ 
郵送回収 
WEBアンケート 

④若年調査 市内在住の40～64歳の市民から、1,000人を抽出 
郵送配付・ 
郵送回収 
WEBアンケート 

※「①高齢者基本調査」「③ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査」の対象者は、24地区コミュニティ

ごとに500人を無作為に抽出しています。 

※「②要介護高齢者調査」の対象者は、24地区コミュニティごとに400人を無作為に抽出しています。 

※「④若年調査」の対象者は、対象者が合計1,000人となるよう、24地区コミュニティごとに41～42人

を無作為に抽出しています。  

 

 

※調査結果の見方について 

 

◇構成割合は四捨五入をしているため、その合計が100％にならない場合があります。 

◇集計結果の「n=」の値は、当該設問の回答数を表します。 

◇各調査については、地区コミュニティごとの分析を行うことを目的に、一定の人数を各地区コミュニティ

から抽出して調査しています。しかしながら各地区コミュニティの人口比率は異なることから、人口が多

い地域の回答には、より重み（ウェイト）をつけるなど、実際の高齢者の人口比率に合わせて補正を行っ

ています（ウェイトバック集計）。 

◇「ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査」は住民基本台帳からひとり暮らし及び高齢者のみ世帯を

抽出したため、実態として家族と同居している人が含まれます。 

調査の種類 配布数 有効回収数 有効回収率 

①高齢者基本調査 12,000 8,204 68.4％ 

②要介護高齢者調査 9,600 6,139 63.9％ 

③ひとり暮らし高齢者・ 
高齢者のみ世帯調査 

12,000 8,839 73.7％ 

④若年調査 1,000 527 52.7％ 
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（２）調査結果からの課題整理に関する項目 

Ⅰ．住まい 

○ 多様化する住まいに即した支援体制づくり 

『持ち家』を住まいとする方について、高齢者基本調査で約89％、ひとり暮らし高齢者・高

齢者のみ世帯調査で約85％、要介護高齢者調査で約82％となっている一方、『賃貸』を住ま

いとする方について、高齢者基本調査で約10％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査

で約14％、要介護高齢者調査で約11％となっています。また、要介護高齢者調査においては

『介護施設』を住まいとする方が約４％となっており、依然として『持ち家』が大半を占める一

方で、『賃貸』や『介護施設』に居住する高齢者も一定数存在しており、高齢者の住まいの形態

は多様化しています。 

生活環境や身体状況の変化に応じて、住み替えや施設入所も含めた多様な選択肢を適切に

情報提供し、本人の意思を尊重した住まい方を支援していくことも重要となります。（高齢者

基本調査、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査、要介護高齢者調査：問２） 

問 あなたのお住まいは、次のどれにあたりますか。（単一回答） 

 
『持ち家』＝「持ち家（一戸建て）」＋「持ち家（集合住宅）」 

『賃貸』＝「公営住宅（県営・市営）」＋「民間賃貸住宅（一戸建て）」＋「民間賃貸住宅（集合住宅）」＋「ＵＲ賃貸住宅」＋「借家」 

『介護施設』＝「グループホーム」＋「サービス付き高齢者向け住宅」＋「有料老人ホーム・ケアハウスなど」  

62.7

26.4

0.9

0.6

4.3

2.8

1.2

0.0

0.0

0.0

0.6

0.4

55.7

29.2

1.8

0.5

5.5

4.9

1.0

0.0

0.1

0.1

0.8

0.5

64.2

18.1

1.7

0.3

3.2

4.6

1.0

0.8

1.2

1.8

1.6

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

持ち家（一戸建て）

持ち家（集合住宅）

公営住宅（県営・市営）

民間賃貸住宅（一戸建て）

民間賃貸住宅（集合住宅）

ＵＲ賃貸住宅

借家

グループホーム

サービス付き高齢者向け住宅

有料老人ホーム・ケアハウスなど

その他

無回答

高齢者基本調査（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査（n=8,839）

要介護高齢者調査（n=6,139）

『持ち家』 

『賃貸』 

『介護施設』 
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○ 住居内・住居周りの不便解消 

住まいの中での不便なところについて、「断熱機能が低い」が高齢者基本調査で約18％、ひ

とり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査で約16％と最も多く挙げられ、要介護高齢者調査に

おいても約17％が不便なところとして挙げられています。一方、要介護高齢者調査では「玄

関から道路までに段差がある」が最も多く挙げられ、他の調査と比較して２倍以上多くなって

います。また、「浴室が使いにくい」「住宅内の床に段差がある」なども他の調査と比較して多

くなっており、要介護となって初めて住居の内外を含めた段差について不便と感じる、と考え

られます。いつまでも住み慣れた家で暮らしていくためには、住居内だけでなく、住居周りの

バリアフリー化も引き続き重要となります。（高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢者・高齢者の

み世帯調査：問３、要介護高齢者調査：問４） 

問 あなたのお住まいの中で、不便なところはありますか。（３つまで複数回答） 

  

17.8

14.8

9.4

8.4

8.0

7.3

6.5

5.0

4.0

2.8

3.7

52.1

1.9

16.4

16.2

8.6

9.4

9.2

8.7

5.4

5.5

3.1

3.1

4.2

51.2

2.3

17.1

35.0

9.4

15.0

15.8

9.5

9.3

15.9

3.8

2.2

3.9

31.1

4.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

断熱機能が低い

玄関から道路までに段差がある

廊下・階段などに手すりがない

階段が急である

住宅内の床に段差がある

エレベーターがない

玄関・廊下の幅が狭い

浴室が使いにくい

台所が使いにくい

（流し・コンロなど）

和式トイレで使いにくい・

寝室と同じ階にトイレがない

その他

特にない

無回答

高齢者基本調査 （n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査（n=8,839）

要介護高齢者調査（n=6,139）
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○ 住み慣れた住まいで暮らし続けるための支援 

今後もずっと現在のお住まいで生活していきたいかについて、『今の住まいで生活し続けた

い』との意向が若年調査で約79％、高齢者基本調査で約92％、ひとり暮らし高齢者・高齢者

のみ世帯調査で約91％、また、要介護高齢者調査においても約88％となっており、年齢や介

護状態に関わらず、多くの人が住み慣れた地域や住宅で暮らし続けることを希望しています。

要介護高齢者においても高い割合となっていることは、介護や支援が必要な状態になっても、

自宅での生活継続を望むニーズが強いことが示されています。 

また、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯に対しては、孤立防止や見守り支援の観点から、

安心して在宅生活を継続できる環境づくりが重要となります。（高齢者基本調査、ひとり暮ら

し高齢者・高齢者のみ世帯調査：問４、要介護高齢者調査：問５、若年調査：問４） 

問 あなたは、今後もずっと現在のお住まいで生活していきたいと思いますか。 

（単一回答） 

 

『今の住まいで生活し続けたい』＝「可能な限り今の住まいで生活したい」＋「今の住まいを改修して住み続けたい」 

  

83.5

8.2

1.4

2.2

0.7

0.9

2.4

0.9

85.5

5.0

0.9

2.2

1.2

1.9

2.1

1.2

83.7

3.9

0.9

1.4

0.8

4.4

1.7

3.2

68.7

10.5

2.2

5.1

4.0

1.8

6.6

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

可能な限り今の住まいで生活したい

今の住まいを改修して住み続けたい

バリアフリー化された住宅に転居したい

今より家賃の安いところに転居したい

親族の近く（同居を含む）に転居したい

医療や介護が受けられる

有料老人ホーム等に転居したい

その他

無回答

高齢者基本調査 （n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査（n=8,839）

要介護高齢者調査（n=6,139）

若年調査（n=527）

『今の住まいで 

生活し続けたい』 



第１部 計画の策定にあたって 

- 29 - 

第
１
部  

 

計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て 

○ 保証人・緊急連絡先の確保支援 

入院、施設入所、賃貸住宅への転居等が必要になったとき、『保証人がいない』が高齢者基

本調査で約11％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査で11％、要介護高齢者調査で

７％となっており、住まいの選択のための保証人の確保が重要となります。（高齢者基本調査、

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査：問５、要介護高齢者調査：問７） 

問 あなたが入院、施設入所、賃貸住宅への転居等が必要になったとき、保証人や緊

急連絡先になってくれる人はいますか。（単一回答） 

 
『保証人がいない』＝「保証人になってくれる人はいないが、緊急連絡先になってくれる人がいる」＋「保証人にも緊急

連絡先にもなってくれる人がいない」 

 

  

86.7

86.8

90.1

8.5

8.4

5.4

2.3

2.6

1.6

1.2

1.1

0.6

1.3

1.1

2.3

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

要介護高齢者調査

（n=6,139）

保証人になって

くれる人がいる

保証人になって

くれる人はいないが、

緊急連絡先になって

くれる人がいる

保証人にも

緊急連絡先にもなって

くれる人がいない

その他 無回答

『保証人がいない』10.8％ 

『保証人がいない』11.0％ 

『保証人がいない』7.0％ 
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Ⅱ．予防 

○ 早期の介護予防・健康づくりへの意識啓発 

健康や介護予防のために取り組んでいることについて、高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢

者・高齢者のみ世帯調査では、「休養や睡眠を十分にとる」「口の中を清潔にしている（歯みが

き・うがいなど）」「健康診査などを定期的に受ける」「栄養のバランスのとれた食事を摂る」の

４項目が多く、それぞれ60％を超えています。 

一方、「地域の活動に参加する」については、高齢者基本調査で10％、ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査で約13％、若年調査では約５％にとどまっています。高齢者においては

地域活動などの社会参加を通じて、生きがいづくりや健康づくりによる介護予防の効果が期

待されるため、引き続き地域活動への参加促進をはじめ、様々な形での社会参加を促進する

取組が求められます。（高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査：問45、若

年調査：問15） 

問 あなたは、ふだんから健康や介護予防のために取り組んでいることはあります

か。（複数回答） 

  

65.0

63.2

63.3

61.1

49.3

39.7

36.2

27.7

18.5

10.0

7.1

1.6

3.5

1.0

67.5

69.3

65.4

66.3

54.1

44.9

38.7

32.3

19.2

12.7

7.9

1.9

3.0

1.1

54.0

49.9

56.2

44.0

41.7

31.6

16.9

22.2

25.2

4.8

5.9

1.4

6.4

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

休養や睡眠を十分にとる

口の中を清潔にしている

（歯みがき・うがいなど）

健康診査などを定期的に受ける

栄養のバランスのとれた食事を摂る

散歩やスポーツをする

気持ちをなるべく明るく持つ

読み書きや計算など、

頭を使う作業に取り組んでいる

医療・健康に関する知識を持つ

酒やタバコを控える

地域の活動に参加する

今は取り組んでいないが、

きっかけがあれば取り組みたい

その他

特に取り組んでいることはないし、

今後も取り組むつもりはない

無回答

高齢者基本調査（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査（n=8,839）

若年調査（n=527）
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○ 各種リスクへの備え 

運動器機能リスク、転倒リスク、閉じこもりリスク、栄養改善リスク、咀嚼機能リスク、認知症

リスク、うつリスク、ＩＡＤＬ（手段的日常生活動作）の低下などは、介護予防を進めるうえで重

要な指標となっています。 

運動器機能リスク高齢者は高齢者基本調査で9.4％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯

調査で9.8％、転倒リスク高齢者は高齢者基本調査で27.4％、ひとり暮らし高齢者・高齢者

のみ世帯調査で28.0％となっており、各リスク高齢者の割合について、ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査が上回っています。 

閉じこもりリスク高齢者は高齢者基本調査で13.4％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世

帯調査で12.3％となっています。 

栄養改善リスク高齢者は高齢者基本調査で7.3％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調

査で8.6％、咀嚼機能リスク高齢者は高齢者基本調査で24.4％、ひとり暮らし高齢者・高齢

者のみ世帯調査で25.8％となっており、各リスク高齢者の割合について、ひとり暮らし高齢

者・高齢者のみ世帯調査が上回っています。 

認知症リスク高齢者は高齢者基本調査で45.1％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調

査で46.6％、うつリスク高齢者は高齢者基本調査で36.0％、ひとり暮らし高齢者・高齢者の

み世帯調査で37.0％となっており、各リスク高齢者の割合について、ひとり暮らし高齢者・高

齢者のみ世帯調査が上回っています。 

ＩＡＤＬが低いとされる高齢者は高齢者基本調査で3.9％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ

世帯調査で2.8％となっています。 

（高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査：運動器機能リスク：問13～

17、転倒リスク：問16、閉じこもりリスク：問18、栄養改善リスク：問10、咀嚼機能リスク：問

21、認知症リスク：問24、うつリスク：問38・39、ＩＡＤＬ：問25～29） 

なお、各リスク高齢者の割合を性別・年代別にみると、同じ年代の性別で比較してもほとん

ど差がみられない一方、年代が高くなるにつれてリスク高齢者の割合が高くなることから、加

齢によるリスク高齢者の増加を抑制する取組が必要であり、自発的な運動や外出の促進、食

事やメンタルヘルスに関する専門的なアドバイスや支援を世帯類型に関係なく実施していくこ

とが求められます。 
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■運動器機能リスク高齢者の割合 

 

■転倒リスク高齢者の割合 

 

■閉じこもりリスク高齢者の割合 

 

■栄養改善リスク高齢者の割合 

 

  

9.4

9.8

87.6

87.1

3.0

3.2

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

運動器機能リスク該当 リスク非該当 判別不能

27.4

28.0

71.9

70.9

0.7

1.1

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

転倒リスク該当 リスク非該当 判別不能

13.4

12.3

85.5

86.3

1.1

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

閉じこもりリスク該当 リスク非該当 判別不能

7.3

8.6

91.0

89.8

1.7

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

栄養改善リスク該当 リスク非該当 判別不能
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■咀嚼機能リスク高齢者の割合 

 

■認知症リスク高齢者の割合 

 

■うつリスク高齢者の割合 

 

■ＩＡＤＬが低い高齢者の割合 

 

  

24.4

25.8

74.6

72.8

1.0

1.4

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

咀嚼機能リスク該当 リスク非該当 判別不能

45.1

46.6

53.5

51.7

1.4

1.7

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

認知症リスク該当 リスク非該当 判別不能 .

36.0

37.0

60.7

59.2

3.3

3.8

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

うつリスク該当 リスク非該当 判別不能

3.9

2.8

94.9

95.7

1.2

1.5

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

ＩＡＤＬが低い高齢者に該当 ＩＡＤＬが低い高齢者に非該当 判別不能
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Ⅲ．生活支援 

○ 地域で支え合う仕組みづくり 

「普段の生活で誰かの助けが必要なこと」について、高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査とも、「病気やけが」「災害が起きた時の対応（避難など）」が多く挙げられ、

特にひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査で多くなっています。 

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯に多く見られる課題に対し、地域で支え合う仕組みづ

くりを推進することが重要となります。（高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世

帯調査：問33） 

問 普段の生活で誰かの助けが必要なこと（今後必要になりそうなこと）はありま

すか。（複数回答） 

  

28.1

23.1

15.6

12.4

11.0

11.9

10.8

8.2

8.2

5.1

4.5

4.0

3.3

2.1

1.2

48.6

4.9

31.9

27.0

16.3

15.2

13.5

10.9

9.0

8.4

7.4

4.9

5.0

5.1

4.0

2.4

1.8

42.6

5.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

病気やけが

災害が起きた時の対応（避難など）

買い物等外出

部屋や庭などの手入れ・掃除

防犯

食事の準備（調理など）

家計・暮らしの経済的なこと

ごみ出し

洗濯（乾燥・干すことも含む）

家族や親戚との関係

近所付き合い

ふだんの話し相手

友人・知人との付き合い

屋内の移乗・移動

その他

特にない

無回答

高齢者基本調査（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査（n=8,839）
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○ 支援につながりにくい高齢者への対応 

「普段の生活で誰かの助けが必要なときの対応」について、高齢者基本調査、ひとり暮らし

高齢者・高齢者のみ世帯調査とも、「家族、身内の支援を受けて対応している」「自分一人でな

んとか対応している」が50％を超えており、多くの高齢者が家族による支援や自助によって

日常生活を維持している状況がうかがえます。一方で、少数ではあるものの、必要な支援を受

けられず「やむをえずそのままにしている」人も存在していることから、支援につながりにくい

高齢者への対応が課題となります。（高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯

調査：問34） 

問 普段の生活で誰かの助けが必要なとき、どのように対応されていますか。（予定

含む）（複数回答） 

 

 

  

66.7

52.5

8.9

7.2

3.8

2.4

1.5

0.5

0.3

2.4

3.9

59.5

57.6

10.2

8.7

6.6

2.9

1.9

0.7

0.4

2.8

4.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族、身内の支援を受けて対応している

自分一人でなんとか対応している

市役所など、行政機関に相談して対応している

介護保険のサービスを利用して対応している

近所の方の支援を受けて対応している

やむをえずそのままにしている

介護保険以外の有料サービスなどを

利用して対応している

ボランティアを利用して対応している

ＮＰＯ法人を利用して対応している

その他

無回答

高齢者基本調査（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査（n=8,839）
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○ 地域との関わり 

「地域活動への参加意向」について、『参加意向あり』が高齢者基本調査で約59％、ひとり

暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査で約61％となっています。 

また、「地域活動への企画・運営（お世話役）としての参加意向」について、『参加意向あり』が

高齢者基本調査で約35％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査で約38％となってい

ます。 

地域との関わりを持ちたいと考える高齢者は多いものの、運営や役割を担うことへの負担

感や不安を感じる方も少なくないと考えられ、今後は無理なく役割を担える仕組みづくりや

支援体制の充実を図ることが重要となります。（高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢者・高齢

者のみ世帯調査：問57・58） 

問 地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、

いきいきとした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に参加者とし

て参加してみたいと思いますか。（単一回答） 

 
『参加意向あり』＝「既に参加している」＋「是非参加したい」＋「参加してもよい」 

 

問 地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、い

きいきとした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に企画・運営（お

世話役）として参加してみたいと思いますか。（単一回答） 

 
『参加意向あり』＝「既に参加している」＋「是非参加したい」＋「参加してもよい」  

3.3

4.6 

5.3

6.5 

50.6

50.2 

37.9

34.5 

2.9

4.2 

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

既に参加している 是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

2.0

3.0 

1.9

2.1 

31.5

32.4 

61.4

57.9 

3.2

4.7 

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

既に参加している 是非参加したい 参加してもよい 参加したくない 無回答

『参加意向あり』59.2％ 

『参加意向あり』61.3％ 

『参加意向あり』35.4％ 

『参加意向あり』37.5％ 
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Ⅳ．介護 

○ 在宅生活の維持 

自身が介護を必要とする状態になったとき、どのような介護を受けたいかについて、『自宅

で生活したい』が高齢者基本調査で約57％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査で約

53％、要介護高齢者調査で約66％であり、要介護高齢者調査で最も高くなっています。 

要介護状態であっても住み慣れた自宅において住み続けられる環境づくりが重要となりま

す。（高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査：問71、要介護高齢者調査：

問30） 

問 あなたは、ご自身が介護を必要とする状態になったとき、どのような介護を受

けたいと思いますか。（単一回答） 

  （要介護高齢者調査：あなたは、今後どのような生活を続けていきたいと思いま

すか。（単一回答）） 

 
※１：高齢者向け施設など（有料老人ホーム・ケアハウス・グループホーム・サービス付き高齢者向け住宅など）に住み

替えて、介護保険サービスを利用したい 

※２：介護保険で利用できる特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護医療院などに入所したい 

 
『自宅で生活したい』＝「家族の介護を受けながら、自宅で生活したい」＋「介護保険のサービスを利用しながら、自宅

で生活したい」 

  

17.2

13.2

26.3

39.4

40.0

40.1

8.1

11.4

5.8

13.7

14.3

8.8

1.0

1.1

1.6

16.8

15.2

9.7

3.8

4.8

7.9

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

要介護高齢者調査

（n=6,139）

家族の介護を

受けながら、

自宅で生活したい

介護保険の

サービスを

利用しながら、

自宅で生活したい

高齢者向け

施設などに

住み替えて、

介護保険サービス

を利用したい

※１

介護保険で

利用できる

特別養護老人

ホームなどに

入所したい

※２

その他 わからない 無回答

『自宅で生活したい』66.4％ 

『自宅で生活したい』56.6％ 

『自宅で生活したい』53.2％ 
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【高齢者基本調査】 

 
『自宅で生活したい』＝「家族の介護を受けながら、自宅で生活したい」＋「介護保険のサービスを利用しながら、自宅

で生活したい」 

  

17.4

18.5

24.0

26.2

27.6

7.3

11.6

13.7

17.3

27.0

35.1

41.1

36.6

37.3

28.6

41.6

46.5

43.2

42.6

33.3

12.3

6.7

6.1

4.8

2.6

11.5

7.8

6.8

5.3

6.4

13.9

12.7

13.0

13.3

14.9

17.4

13.6

13.4

12.9

9.2

1.1

0.9

0.3

0.8

1.7

1.5

1.2

0.9

1.2

0.6

18.7

18.4

15.6

12.2

17.6

18.1

15.8

17.0

14.3

15.6

1.5

1.8

4.3

5.3

6.9

2.6

3.5

4.9

6.5

8.0

0% 25% 50% 75% 100%

65～69歳（n=1,684）

70～74歳 （n=853）

75～79歳 （n=763）

80～84歳 （n=479）

85歳以上 （n=302）

65～69歳（n=1,027）

70～74歳 （n=920）

75～79歳 （n=934）

80～84歳 （n=771）

85歳以上 （n=471）

家族の介護を

受けながら、

自宅で生活したい

介護保険の

サービスを

利用しながら、

自宅で生活したい

高齢者向け

施設などに

住み替えて、

介護保険サービス

を利用したい

介護保険で

利用できる

特別養護老人

ホームなどに

入所したい

その他 わからない 無回答

『自宅で生活したい』 

男 
 

性 
 

女 
 

性 
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【ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査】 

 

『自宅で生活したい』＝「家族の介護を受けながら、自宅で生活したい」＋「介護保険のサービスを利用しながら、自宅

で生活したい」 

 

【要介護高齢者調査】 

 
『自宅で生活したい』＝「家族の介護を受けながら、自宅で生活したい」＋「介護保険のサービスを利用しながら、自宅

で生活したい」  

11.7

13.9

20.3

23.4

19.7

6.2

8.3

9.4

11.2

14.9

39.0

39.2

35.7

32.2

35.6

41.3

43.3

46.0

41.7

38.2

12.9

9.8

9.8

9.2

9.3

14.9

14.3

12.2

9.6

10.0

13.9

14.7

13.3

13.5

12.3

16.9

15.5

13.9

14.8

13.5

1.3

1.0

0.8

0.3

0.7

1.9

1.4

0.8

1.3

0.6

20.3

18.8

16.6

14.9

12.6

17.0

14.1

12.9

13.3

12.8

1.0

2.7

3.5

6.5

9.7

1.8

3.0

4.8

8.0

10.0

0% 25% 50% 75% 100%

65～69歳 （n=633）

70～74歳 （n=859）

75～79歳（n=1,063）

80～84歳 （n=751）

85歳以上 （n=472）

65～69歳 （n=850）

70～74歳（n=1,155）

75～79歳（n=1,419）

80～84歳 （n=988）

85歳以上 （n=649）

家族の介護を

受けながら、

自宅で生活したい

介護保険の

サービスを

利用しながら、

自宅で生活したい

高齢者向け

施設などに

住み替えて、

介護保険サービス

を利用したい

介護保険で

利用できる

特別養護老人

ホームなどに

入所したい

その他 わからない 無回答

23.8

26.9

29.7

27.9

30.7

42.7

41.8

33.8

31.5

40.5

6.9

4.8

4.8

5.9

5.4

7.5

7.4

12.6

15.1

6.7

1.4

1.7

1.2

3.3

0.0

9.9

10.3

10.0

6.2

7.8

7.8

7.1

7.9

10.0

8.8

0% 25% 50% 75% 100%

要介護１（n=2,545）

要介護２（n=1,911）

要介護３ （n=988）

要介護４ （n=459）

要介護５ （n=233）

家族の介護を

受けながら、

自宅で生活したい

介護保険の

サービスを

利用しながら、

自宅で生活したい

高齢者向け

施設などに

住み替えて、

介護保険サービス

を利用したい

介護保険で

利用できる

特別養護老人

ホームなどに

入所したい

その他 わからない 無回答

男 
 

性 
 

女 
 

性 
 

『自宅で生活したい』 

要
介
護
度 

『自宅で生活したい』 
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○ サービス利用状況 

現在利用している介護保険サービスについて、「福祉用具貸与」が前回調査から増加し約

47％で最も多く、次いで「通所介護」「福祉用具購入」「訪問介護（ホームヘルプサービス）」と

なっており、在宅での生活を支える利用ニーズの高いサービスについて、安定的な提供体制

の確保を図る必要があります。「訪問・通所リハビリテーション」や「訪問看護」なども需要が高

く、重度化防止や在宅療養を支えるサービスとして重要となります。 

また、認知症高齢者や医療的ケアが必要な高齢者の増加を踏まえ、小規模多機能型居宅介

護や定期巡回・随時対応型訪問介護看護など、地域密着型サービスの充実を図ることが重要

となります。（要介護高齢者調査：問21） 

問 現在利用している介護保険サービスをお答えください。（複数回答） 

    

46.8

40.8

20.1

19.8

19.0

17.1

16.7

13.2

11.4

8.5

7.4

4.0

2.5

1.3

1.2

0.8

0.7

0.5

10.1

4.6

43.1

37.6

18.2

20.1

18.2

14.1

12.9

13.8

9.8

8.4

7.5

7.1

2.0

1.3

0.7

0.5

0.8

0.2

8.6

7.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉用具貸与

通所介護

（デイサービス）

福祉用具購入

訪問介護

（ホームヘルプサービス）

通所リハビリテーション

（デイケア）

訪問リハビリテーション

訪問看護

住宅改修

短期入所生活介護

（ショートステイ）

居宅療養管理指導（医師・歯科医師等の

訪問による健康管理など）

訪問入浴介護

特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム

・ケアハウス・サービス付き高齢者向け住宅など）

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

認知症対応型通所介護

夜間対応型訪問介護

短期入所療養介護

（医療ショートステイ）

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

（複合型サービス）

介護保険サービスは利用していない

無回答

令和７年度

要介護高齢者調査（n=6,139）

令和４年度

要介護高齢者調査 （n=2,479）
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○ 介護の担い手 

主な介護者について、「子」が前回調査から増加し約53％と最も多く、年齢では、「50代」が

前回調査から増加し27％と最も多くなっており、「子」が家族介護の中心的な担い手となって

いることがうかがえます。働きながら介護を担っている状況が見込まれる一方、「80歳以上」

の介護者も一定割合存在しており、高齢者が高齢者を介護する「老老介護」の状況も引き続き

みられています。 

介護保険サービスの適切な利用促進により、家族介護者の身体的・精神的負担の軽減を図

るとともに、働きながら介護を行う世代には、相談支援体制の充実や介護離職の防止など、仕

事と介護の両立支援を推進し、老老介護の世帯やひとり暮らし高齢者世帯には、地域全体で

高齢者及び介護者を支える仕組みづくりが求められます。（要介護高齢者調査：問34） 

問 主な介護者の方は、どなたですか。（単一回答） 

 

  

53.1

33.5

4.2

1.4

0.2

1.8

5.8

47.8

37.0

5.3

1.8

0.3

2.2

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子

配偶者

子の配偶者

兄弟・姉妹

孫

その他

無回答

令和７年度

要介護高齢者調査 （n=4,339）

令和４年度

要介護高齢者調査（n=1,675）
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一方、主な介護者の年齢は、「50代」が前回調査から増加し27％と最も多くなる一方、

「80歳以上」が前回調査からほとんど変化はなく約19％となっており、依然として高齢者に

よる介護が一定数行われていることがうかがえます。（要介護高齢者調査：問36） 

問 主な介護者の方の年齢について、ご回答ください。（単一回答） 

 
 

○ 介護者の就労 

主な介護者の就業状況について、『働いている』が約41％となっています。（要介護高齢者

調査：介護者問４） 

また、『働いている』人のうち、介護をするにあたって『働き方の調整をしている』人が62％

となっています。（要介護高齢者調査：介護者問４-１） 

介護による離職を防ぎつつ、要介護者本人の在宅生活を維持できるよう、事業所側におい

ても各種制度の充実や多様な働き方への理解など、介護者の働き方を支援する環境づくりを

より一層進める必要があります。 

問 主な介護者の方は現在、仕事をしていますか。仕事をしている場合、勤務形態は

どれですか。（単一回答） 

 
『働いている』＝「フルタイムで働いている」＋「パートタイムで働いている」  

0.0

0.0

0.5

4.9

27.0

26.9

19.0

19.1

0.3

2.2

0.0

0.2

0.8

5.4

23.8

24.7

22.6

18.6

0.3

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳未満

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80歳以上

わからない

無回答

令和７年度

要介護高齢者調査（n=4,339）

令和４年度

要介護高齢者調査（n=1,675）

23.0 17.7 47.7 0.4 11.2

0% 25% 50% 75% 100%

要介護高齢者調査

（n=4,339）

フルタイムで

働いている

パートタイムで

働いている

働いて

いない

主な介護者に

確認しないと、

わからない

無回答

『働いている』 

40.7％ 
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「フルタイムで働いている」または「パートタイムで働いている」と答えた方におう

かがいします。 

問 介護をするにあたって、何か働き方の調整をしていますか。（複数回答） 

 

『働き方の調整をしている』＝100％－「特に行っていない」－「主な介護者に確認しないと、わからない」－「無回答」 

  

32.6

24.1

9.7

17.0

34.3

0.7

3.0

31.3

23.7

11.0

13.9

34.2

1.2

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

介護のために、「労働時間を調整（残業免除・短時間勤務・

遅出・早帰・中抜け等）」しながら、働いている

介護のために、「休暇（年休や介護休暇等）」を

取りながら、働いている

介護のために、「在宅勤務」を利用しながら、働いている

介護のために、上記以外の調整を

しながら、働いている

特に行っていない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

令和７年度

要介護高齢者調査（n=1,754）

令和４年度

要介護高齢者調査（n=591）

『働き方の調整をしている』 



第１部 計画の策定にあたって 

- 44 - 

第
１
部  

 

計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て 

○ 仕事と介護の両立 

家族または身近な人を『現在、介護をしている』人について、50～54歳の男性で約17％、

女性では「50～54歳」で約19％、「55～59歳」で約21％と、特に50歳代を中心に介護を

担う人が多い状況がみられます。（若年調査：問６） 

介護者が仕事と介護を両立できる環境整備や、介護休業・介護休暇制度の利用促進、介護

サービスの充実による負担軽減が求められます。（若年調査：問５） 

問 あなたは、家族または身近な人の介護をしていますか。（単一回答） 

 
『現在、介護をしている』＝「現在働きながら、介護をしている」＋「現在仕事はせずに、介護をしている」 

 

問 現在の暮らしの状況を経済的にみてどう感じていますか。（単一回答） 

 
『苦しい』＝「大変苦しい」＋「やや苦しい」  

6.6

1.4

17.4

5.9

3.1

3.0

5.6

17.6

15.9

9.5

0.0

0.0

0.0

3.1

5.5

0.0

2.3

0.9

5.0

3.5

6.8

5.3

15.9

27.9

38.3

17.2

12.5

16.7

25.3

45.7

84.0

93.2

66.7

61.8

47.4

79.9

79.7

63.8

50.0

36.5

2.7

0.0

0.0

1.2

5.6

0.0

0.0

1.1

3.8

4.7

0% 25% 50% 75% 100%

40～44歳 （n=48）

45～49歳 （n=45）

50～54歳 （n=49）

55～59歳 （n=51）

60～64歳 （n=51）

40～44歳 （n=42）

45～49歳 （n=59）

50～54歳 （n=68）

55～59歳 （n=63）

60～64歳 （n=50）

現在働きながら、

介護をしている

現在仕事はせずに、

介護をしている

過去に介護をした

ことがあるが、

今はしていない

介護をした

ことはない

無回答【若年調査】

11.1

25.3

9.6

6.5

25.1

39.0

21.9

23.1

50.1

29.0

53.9

56.3

7.9

6.7

12.7

12.4

5.7

0.0

2.0

1.4

0.0

0.0

0.0

0.4

0% 25% 50% 75% 100%

現在働きながら、介護をしている

（n=49）

現在仕事はせずに、介護をしている

（n=9）

過去に介護をしたことがあるが、

今はしていない（n=116）

介護をしたことはない（n=343）

大変苦しい やや苦しい ふつう ややゆとり

がある

大変ゆとり

がある

無回答【若年調査】

男 
 

性 
 

女 
 

性 
 

『苦しい』 

『現在、介護をしている』 
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Ⅴ．医療 

○ 身近な存在であるかかりつけ医 

健康について、いろいろと相談できる「かかりつけ医」を持っているかについて、「近所に

『かかりつけ医』と言えるお医者さんを持っている」が高齢者基本調査で前回調査から微減し

53％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査でも微減し54％となっており、身近に継続

的な健康相談や診療を受けられる体制の維持・充実が重要となります。（高齢者基本調査、ひ

とり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査：問41） 

また、要介護高齢者調査でも前回調査から微減し約49％となっています。（要介護高齢者

調査：問16） 

問 あなたの健康について、いろいろと相談できる「かかりつけ医」をお持ちです

か。（単一回答） 

【高齢者基本調査】 

  
 

【ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査】 

 
 

【要介護高齢者調査】 

  

53.0

54.0

21.9

22.2

10.8

10.8

9.0

6.9

1.3

1.2

3.9

5.0

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 （n=8,204）

令和４年度 （n=3,589）

近所に「かかりつけ医」

と言えるお医者さんを

持っている

総合病院に

「かかりつけ医」

のように

みてもらっている

病院・医院を特定せず、

その時々のお医者さんに

みてもらっている

あまり病気に

ならないので

特に決めていない

その他 無回答

54.0

55.6

21.4

21.9

9.7

10.3

8.2

5.8

1.4

1.1

5.3

5.4

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 （n=8,839）

令和４年度 （n=3,861）

近所に「かかりつけ医」

と言えるお医者さんを

持っている

総合病院に

「かかりつけ医」

のように

みてもらっている

病院・医院を特定せず、

その時々のお医者さんに

みてもらっている

あまり病気に

ならないので

特に決めていない

その他 無回答

48.9

50.3

29.2

27.8

5.3

4.6

2.0

1.5

5.8

4.4

8.9

11.5

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 （n=6,139）

令和４年度 （n=2,479）

近所に「かかりつけ医」

と言えるお医者さんを

持っている

総合病院に

「かかりつけ医」

のように

みてもらっている

病院・医院を特定せず、

その時々のお医者さんに

みてもらっている

あまり病気に

ならないので、

特に決めていない

その他 無回答
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○ 訪問診療の受診状況 

通院や訪問診療などで診療を受けているかについて、「通院している」が前回調査から微増

し約73％となっており、「訪問診療を受けている」も微増し約23％となっています。（要介護

高齢者調査：問14） 

また、在宅医療を知っているかについて、「知っている」人が前回調査から増加し約59％と

なっており、高齢者の医療ニーズとともに、在宅医療への関心や認知が徐々に高まっているこ

とがうかがえます。 

在宅医療について、情報提供の充実や関係機関との連携強化を進めることが重要となりま

す。（要介護高齢者調査：問19） 

問 あなたは現在、通院や訪問診療※などで診療を受けていますか。（複数回答） 

※訪問歯科診療や居宅療養管理指導等は含みません。 

【要介護高齢者調査】 

 

 

問 在宅医療（医師や看護師等が通院の難しい患者さんの自宅等を訪問して医療を

行うこと）についてご存じですか。（単一回答） 

【要介護高齢者調査】 

 

 

  

72.9

23.2

2.9

4.9

3.1

71.4

21.7

3.0

5.3

5.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通院している

訪問診療を受けている

入院している

いずれも行っていない

無回答

令和７年度

要介護高齢者調査 （n=6,139）

令和４年度

要介護高齢者調査 （n=2,479）

59.4

56.1

28.6

29.0

8.7

8.7

3.3

6.2

0% 25% 50% 75% 100%

令和７年度 （n=6,139）

令和４年度 （n=2,479）

知っている 内容はわからないが

聞いたことがある

知らない 無回答
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Ⅵ．認知症施策 

○ 認知症に関する相談窓口、認知症サポーターの周知 

認知症に関する相談窓口を知っている人について、高齢者基本調査で約25％、ひとり暮ら

し高齢者・高齢者のみ世帯調査で約26％、若年調査で約20％となっており、幅広い世代にお

いて相談窓口の周知を行う必要があります。（高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢者・高齢者

のみ世帯調査：問63、若年調査：問20） 

また、認知症サポーターの設問では、「知らない」と回答した人が60％前後といずれの調査

でも最も多く、認知症サポーター制度の認知度向上が課題となっています。今後、高齢化の進

展に伴い認知症高齢者の増加が見込まれる中においては、地域住民や企業、学校、町会・自治

会などを対象とした認知症サポーター養成講座の開催をさらに進めていくとともに、認知症

の人への接し方や見守りの重要性について周知を図ることが重要となります。また、若年層へ

の普及啓発を進めることで、地域全体で認知症の人や家族を支える意識づくりにつなげてい

く必要があります。（高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査：問67、要介

護高齢者調査：問26、若年調査：問24） 

問 認知症に関する相談窓口を知っていますか。（単一回答） 

 
 

問 船橋市では、認知症に関する正しい知識を身に付け、認知症の人や家族を見守る応
援者である「認知症サポーター」を養成するため、認知症サポーター養成講座を実
施しています。あなたは「認知症サポーター」のことをご存じですか。（単一回答） 

  

25.1

25.8

20.9

72.3

71.1

78.3

2.6

3.2

0.8

0% 25% 50% 75% 100%

高齢者基本調査

（n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・

高齢者のみ世帯調査

（n=8,839）

若年調査

（n=527）

はい（知っている） いいえ（知らない） 無回答

18.4

10.9

2.7

2.3

62.9

2.9

19.3

13.0

3.3

2.7

58.4

3.3

14.4

13.2

1.9

1.7

62.1

6.6

17.5

9.7

6.3

2.5

63.5

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

初めて聞いたが、興味・関心がある

知っているが、今のところ養成講座を

受講する予定はない

既に認知症サポーターである

知っており、今後機会があれば

養成講座を受講したいと考えている

知らない

無回答

高齢者基本調査 （n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査（n=8,839）

要介護高齢者調査（n=6,139）

若年調査（n=527）
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○ 認知症に関する正しい理解の推進 

認知症に対するイメージについては、「周囲のサポートがあれば生活できる」「症状があって

も、医療・介護などのサポートを受けながら生活できる」といった前向きな認識がみられる一

方で、「何もできなくなってしまう」「友人や知人との関係が途切れてしまう」など、不安や誤解

に基づくイメージも一定程度みられています。今後は、認知症サポーター養成講座や講演会、

地域での啓発活動などを通じて、認知症を「特別なもの」として捉えるのではなく、誰もがなり

うる身近なものとして理解を深め、「認知症になってもできることがある」「適切な支援があれ

ば地域で暮らし続けられる」という理解を広げることで、偏見や誤解の解消につなげていく必

要があります。（高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査：問64、要介護高

齢者調査：問24、若年調査：問21） 

問 あなたは認知症に対してどのようなイメージを持っていますか。（複数回答） 

 
  

35.4

26.8

22.2

33.5

26.1

23.0

21.2

2.5

36.6

28.6

25.3

34.0

25.0

23.8

21.4

2.5

19.4

24.7

15.4

33.1

27.1

22.4

25.9

6.2

33.8

24.2

16.6

45.4

30.9

20.8

11.4

0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認知症になっても、周囲のサポートがあれば

仕事や家事などを続けることができる

認知症になっても、医療・介護などのサポート体制が

あるので安心して今の地域で暮らし続けることができる

認知症になっても、楽しく希望を持って

生活することができる

認知症になると、身の回りのことができなくなり

周囲に負担をかけるので、介護施設に入居する必要がある

認知症になると、症状が進行してゆき、

何もできなくなってしまう

認知症になると、友人や知人との関係は途切れてしまう

わからない

無回答
高齢者基本調査 （n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査（n=8,839）

要介護高齢者調査（n=6,139）

若年調査（n=527）
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○ 認知症になっても安心して暮らし続けられる環境づくり 

認知症になったとき、どのように暮らしたいと思うかについて、高齢者基本調査やひとり暮

らし高齢者・高齢者のみ世帯調査、要介護高齢者調査では「家族や周囲のサポートを受けつつ、

できるかぎり住み慣れた地域で自立した生活を続けたい」が最も多くなっており、多くの高齢

者が住み慣れた地域での継続した生活を望んでいることがうかがえます。 

一方で、若年調査では「周囲に迷惑をかけるので、介護施設等で生活したい」が最も多くな

っており、認知症に対する不安や介護負担への懸念が強いことが示されています。 

認知症になっても本人の希望に沿って住み慣れた地域で暮らし続けられる環境づくりを進

めるとともに、認知症に関する正しい理解の普及や地域住民の理解促進、家族介護者への支

援、医療・介護・地域が連携した支援体制の充実を図ることが重要です。（高齢者基本調査、ひ

とり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査：問66、要介護高齢者調査：問25、若年調査：問23） 

問 あなたはご自身が認知症になったとき、どのように暮らしたいと思いますか。 

（単一回答） 

  

31.6

16.9

7.5

13.0

6.9

1.8

0.8

12.8

8.7

27.4

18.2

7.2

12.8

9.1

2.6

0.6

11.5

10.6

23.6

20.8

6.3

8.4

8.7

1.3

0.9

14.0

16.1

19.6

20.6

9.8

22.0

7.7

3.3

0.6

12.7

3.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家族や周囲のサポートを受けつつ、できるかぎり

住み慣れた地域で自立した生活を続けたい

医療・介護のサポートを受けつつ、

住み慣れた地域での生活を続けたい

生きがいや役割を持って、住み慣れた地域で

仲間等とつながりながら、楽しく生活を続けたい

周囲に迷惑をかけるので、

介護施設等で生活したい

身の回りのことができなくなるので、

介護施設等で生活したい

誰にも迷惑をかけたくないので、

ひとりで暮らしたい

その他

わからない

無回答

高齢者基本調査 （n=8,204）

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査（n=8,839）

要介護高齢者調査（n=6,139）

若年調査（n=527）
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２ 次期計画に向けてのポイント 

Ⅰ．住まい 

高齢者の住まいは、「持ち家」が依然として大半を占めています。高齢者基本調査では約

89％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査では約85％、要介護高齢者調査でも約

82％が持ち家に居住しており、多くの高齢者が現在の住まいを生活の基盤としている状況が

うかがえます。 

また、「今後も現在の住まいで生活し続けたい」と考える人は、高齢者基本調査で約92％、

ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査で約91％、要介護高齢者調査でも約88％に達し

ており、介護や支援が必要になっても、住み慣れた住まいや地域で暮らし続けたいというニー

ズが非常に高いことが示されています。 

住まいの不便な点として、「断熱機能が低い」に加え、要介護高齢者では「玄関から道路まで

の段差」「住宅内の床の段差」「浴室の使いにくさ」など、住宅内外のバリアフリーに関する課題

が多く挙げられています。高齢化や身体機能の低下に伴い、住宅性能や住環境が在宅生活の

継続を左右する重要な要素となることから、住宅改修や福祉用具の活用、住居内外のバリア

フリー化を引き続き推進するとともに、早い段階から住環境改善の重要性を周知していくこ

とが必要です。 

一方で、「賃貸住宅」や「サービス付き高齢者向け住宅」「有料老人ホーム・ケアハウス」など、

多様な住まいを選択する高齢者も一定数存在しており、高齢者の住まいの形態は多様化して

います。 

さらに、賃貸住宅への転居や施設入所、入院時に「保証人がいない」と回答した人が約１割

みられることから、住宅改修だけでは対応が難しい場合には、本人の状態や希望に応じた住

み替え支援や高齢者向け住まいの情報提供、居住支援法人等と連携した保証人・緊急連絡先

の確保など、安心して住み替えや住み続けることができる居住支援体制の充実が求められま

す。これらの施策については、高齢者居住安定確保計画との整合を図りながら推進していく必

要があります。 

 

Ⅱ．予防 

健康や介護予防のための取組として、高齢者基本調査、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世

帯調査では「休養や睡眠を十分にとる」「口の中を清潔にしている（歯みがき・うがいなど）」

「健康診査などを定期的に受ける」「栄養のバランスのとれた食事を摂る」がいずれも６割を超

えており、日常生活の中で継続できる健康づくりを実践している人が多くみられています。一

方で、介護予防に取り組んでいない人も一定数みられることから、健康づくりや介護予防に関

する普及啓発を進めるとともに、身近な地域で気軽に参加できる運動や健康づくりの機会を
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充実させ、早い段階から介護予防に取り組める環境づくりを進めることが重要です。 

また、運動器機能の低下や転倒、閉じこもり、栄養改善、咀嚼機能、認知症、うつなど、介護

が必要となる要因につながるリスクを有する高齢者が一定割合存在しており、これらのリスク

は相互に関連し、生活機能の低下やフレイルの進行につながることが懸念されるため、健診や

通いの場、地域包括支援センター等と連携しながら、フレイル予防を中心とした早期発見・早

期支援を推進することが必要です。 

また、ＩＡＤＬ（手段的日常生活動作）が低い高齢者もみられ、生活機能の維持・向上を図るこ

とが重要な課題となっています。高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を継続できるよう、

健康づくり、社会参加、介護予防を一体的に推進するとともに、地域活動への参加や交流機会

の充実を通じて、心身機能の維持・向上と生活の質の向上を図っていくことが求められます。 

 

Ⅲ．生活支援 

調査結果では、普段の生活で助けが必要なこととして、「病気やけが」や「災害時の対応」が

多く、買い物、掃除、防犯などにも一定の支援ニーズがみられます。特に、ひとり暮らし高齢

者・高齢者のみ世帯では多くの項目で割合が高いことから、見守りや生活支援など、地域の実

情に応じた支え合いの仕組みを充実させることが重要です。 

助けが必要なときは、家族・身内の支援や自分自身で対応している人が約６割と多い一方、

行政機関や近隣住民、ボランティア等の支援を利用している人は約１割と少なく、やむを得ず

そのままにしている人もみられます。必要な支援につながりにくい高齢者を早期に把握する

ため、相談窓口の周知や見守り、関係機関との連携を強化する必要があります。 

地域活動への参加意向は約６割ある一方、企画・運営への参加意向は４割弱にとどまってい

ます。このため、健康づくりや趣味活動など参加しやすい場を充実させるとともに、短時間の

協力や得意分野を生かした役割など、無理なく担い手として関われる仕組みづくりを進める

ことが求められます。 

 

Ⅳ．介護 

介護が必要になった場合でも、「自宅で生活したい」と回答した人は、高齢者基本調査で

56.6％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査で53.2％、要介護高齢者調査では

66.4％となっており、介護が必要な状態になっても住み慣れた地域で暮らし続けたいという

意向が高くなっています。また、現在利用している介護保険サービスでは、「福祉用具貸与」

「通所介護」「福祉用具購入」「訪問介護」などが多く利用されており、訪問看護やリハビリテー

ションなど在宅生活を支えるサービスも一定程度利用されています。今後も在宅生活を支え

るため、介護ニーズに応じたサービス基盤の整備と質の確保を進めるとともに、地域密着型
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サービスを含めた切れ目のないサービス提供体制の充実を図ることが重要です。 

主な介護者は「子」が53.1％、「配偶者」が33.5％となっており、介護者の年齢では「50代」

が27.0％と最も多い一方、「80歳以上」も19.1％を占めています。また、主な介護者の

40.7％が就労しており、そのうち約６割が介護のために勤務時間の調整や休暇取得など働

き方を調整しています。家族介護者の負担軽減や介護離職の防止に向けて、介護保険サービ

スの適切な利用促進に加え、相談支援や介護者支援、仕事と介護の両立を支える取組を推進

することが求められます。 

若年調査では、50歳代を中心に家族や身近な人を介護している人が多く、介護をしている

人ほど経済的に「苦しい」と感じる割合が高くなっています。今後、介護を担う現役世代の増

加が見込まれることから、介護離職の防止や経済的・精神的負担の軽減を図るため、介護休業

制度等の普及促進や相談体制の充実、地域全体で家族介護者を支える環境づくりを進めてい

くことが重要です。 

 

Ⅴ．医療 

「健康について相談できる『かかりつけ医』と言えるお医者さんを近所に持っている」人は、

高齢者基本調査で53.0％、ひとり暮らし高齢者・高齢者のみ世帯調査で54.0％、要介護高

齢者調査で48.9％となっており、身近な地域で継続的な医療を受けられる環境は一定程度

確保されています。 

また、要介護高齢者調査では、通院している人が72.9％、訪問診療を受けている人が

23.2％となっており、医療を必要としながら在宅で生活する高齢者が多いことがうかがえま

す。さらに、在宅医療を「知っている」と回答した人は59.4％と前回調査から増加しており、

高齢者の医療ニーズとともに、在宅医療への関心や認知についても徐々に高まっていること

がうかがえ、在宅医療に関する情報提供や相談支援の充実を図るとともに、在宅医療への理

解促進をさらに進めていくことが必要となります。 

 

Ⅵ．認知症施策 

認知症に関する相談窓口を知っている人は約２～３割にとどまり、認知症サポーターについ

ても約８割が「初めて聞いた」「知らない」と回答しており、相談先や支援制度の認知度は十分

とはいえません。認知症の人や家族を早期に必要な支援につなげるためには、地域包括支援

センターをはじめとする相談窓口の周知を一層進めていく必要があります。 

認知症に対しては、「周囲のサポートがあれば地域で生活できる」といった理解が広がる一

方で、「何もできなくなる」「施設で生活することになる」などの不安や誤解もみられます。認知

症に対する市民の正しい理解の促進と偏見や誤解の解消のため、認知症サポーター養成講座
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のさらなる推進に加え、認知症の人自らが発信する機会を充実させる必要があります。 

認知症になった場合でも、多くの人が住み慣れた地域で生活を続けたいと考えている一方、

若い世代では介護負担への不安から施設での生活を望む意向もみられます。認知症になって

も本人の意思を尊重しつつ、早期相談・早期支援や家族への支援、医療・介護・地域が連携した

支援体制の充実が求められます。また、認知症基本法の理念を踏まえ、認知症の人が地域の

一員として役割や生きがいを持って暮らせる共生社会の実現を推進していくことが重要です。 

 

 

  



 

 

 

 


